
 愛知県財務諸表（概要版）

2024 年度 

このパンフレットは、愛知県の一般会計特別会計各会計合算財務諸表の概要です。 
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【単式簿記】 

 一つの取引について、現金の収支のみをと

らえ、記録する帳簿記入の方法 

 

 

【現金主義】 

 現金の収入・支出という事実に基づいて、

それを記録する考え方 

従来の官庁会計（地方自治法に基づく会計処理）
 

 

 
【複式簿記】 

 一つの取引について、原因と結果の両方か

ら二面的にとらえ、記録する帳簿記入の方法

 

 

【発生主義】 

 現金の収入・支出にかかわらず、取引が発

生した時点で収益・費用を記録する考え方 

新公会計制度 

議決された予算に基づく 

現金の執行を厳密に管理 
説明責任の充実 

マネジメント力の強化 

愛知県では、2013年度から、従来の官庁会計（単式簿記・現金主義会計）に、企業会計的手法で

ある複式簿記・発生主義を採り入れた新公会計制度を導入し、日々の会計処理の段階から１件１件複

式簿記の仕訳を行うことにより財務諸表を作成しています。 

財務諸表により、従来の官庁会計による決算書では見えにくかった資産・負債などのストック情報

や、減価償却費などの現金の支出を伴わない費用を含むフルコスト情報*が明らかになります。ま

た、事業単位で財務諸表を作成し、行政評価や予算編成に活用することで、マネジメント力を強化す

るための有効なツールとなります。 

並
行
し
て
処
理
し
て
い
き
ま
す
。 

【単式簿記】 

3,000 円の支出を記録 

【単式簿記】 

150 万円の支出を記録 

【複式簿記】 

3,000 円の費用の発生（=原因）と、 

現金 3,000 円の減少（=結果）を記録 

【複式簿記】 

150 万円の固定資産の増加（=原因）と、 

現金 150 万円の減少（=結果）を記録 

消耗品を購入したとき 

自動車を購入したとき 

単式簿記と複式簿記の違い 

会計制度の比較 

*は８ページ解説参照 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・決算日における資産や負債などの財政状態を表す財務諸表です。

・１年間の行政サービス活動に伴い発生した費用と、その財源と

しての収益の金額の累計額を表す財務諸表で、民間企業の損益

計算書に相当します。 

・愛知県では、経常収益に税収を含めていますので、行政サービ

スの提供のために発生した費用がその年度の税収等の収益でど

の程度賄えているかを把握することができます。 

・１年間の入出金により資金（現金預金）がどのように増減した

かを 3 つの活動区分（行政サービス活動、投資活動、財務活

動）に分けて表す財務諸表です。 

・貸借対照表の純資産の部の１年間の変動

状況を表す財務諸表で、民間の株主資本

等変動計算書に相当します。 

愛知県の財務諸表は、管理事業別*を最小単位とし、一般会計局別、会計別、一般会計特別会計各会

計合算の各レベルで４表を作成します。 

なお、特別会計には、公債管理、証紙、国民健康保険事業、母子父子寡婦福祉資金、中小企業設備

導入資金、就農支援資金、県有林野、林業改善資金、沿岸漁業改善資金、港湾整備事業、県営住宅管

理事業の 11 会計があります。 
*は 13 ページ参照 

愛知県の財務諸表は、以下の 4 表で構成されます。 

財務諸表の構成 

③キャッシュ・フロー計算書

　　行行政政ササーービビスス活活動動

　　投投資資活活動動

　　財財務務活活動動

　収支差額

　　負負債債

　純純資資産産

①貸借対照表

　　
　　資資産産

当期首残高

当期変動額

当期末残高

純資産
合計

④純資産変動計算書

開始残高
相当

剰余金
評価

差額金

　　収収益益

　　費費用用

　収支差額

②行政コスト計算書

…

…

…広報広聴

推進事業

庁舎管理

事業

政策企画局 総務局

一般会計
県有林野

特別会計
港湾整備事業

特別会計

一般会計特別会計

各会計合算

一般会計特別会計各会計合算

（１種類×４表）

会計別（一般会計及び11特別会計）

（12種類×４表）

一般会計局別

（25種類×４表）

管理事業別

（303種類×４表）

人事局

人事管理

事業
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22  22002244年年度度愛愛知知県県財財務務諸諸表表ののポポイインントト  

（（１１））貸貸借借対対照照表表  

○ 2025年3月31日現在、資産は8兆7,741億円、負債は5兆9,195億円、純資産は 

2兆8,546億円となっています。 

 前年度と比較すると、資産は 2,517 億円増加、負債は 545 億円減少、純資産は 

3,062 億円増加しました。 

  

 

○ 資産・負債の構成 

  
＊引当金計上額は控除してあります。  

 

 

 

 

 

○  資産・負債の構成 
  

  
 

  

建設債 2兆5,321億円
特別債 2兆8,960億円

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減 2024年度 2023年度 増減

流動負債 3,514 3,896 △ 382

固定負債 55,682 55,844 △ 162

59,195 59,740 △ 545

28,546 25,484 3,062

87,741 85,224 2,517 87,741 85,224 2,517

負
債

負債合計

純資産

資産合計 負債+純資産

資
産

流動資産

固定資産

5,184 4,083

82,557 81,141

1,101

1,415

資　産 　2,517億円増加 2023年度 2024年度

　◇　基金の増加　　 ＋1,667億円 （ 12,909 → 14,576 ）

*主に財政調整基金の増

　◇　事業用資産の増加　　 ＋591億円 （ 20,926 → 21,517 ）

*主に愛知国際アリーナ及びSTATION　Aiにかかる建物の増

　◇　現金預金の増加　　 ＋219億円 （ 802 → 1,021 ）

*主に地方税増収による増

　◆　貸付金の減少　 △37億円 （ 1,084 → 1,048 ）

*主に元金償還による減

負　債 　545億円減少 2023年度 2024年度

　◇　地方債の減少　　 △550億円 （ 54,830 → 54,281 ）

*主に臨時財政対策債の償還額が新規発行額を上回ったことによる減

　◇　未払金の減少　　 △58億円 （ 487 → 429 ）

*主に債務負担行為のうち物件の購入等に係る長期未払金の減

　◆　退職手当引当金の増加 ＋34億円 （ 3,814 → 3,848 ）

*主に職員勤続年数の構成比率の変動による増

○ 主な増減要因 〔◇：純資産の増加要因、◆：純資産の減少要因〕 

主な資産

　県立学校 5,200億円
　県営住宅 4,677億円

＊引当金計上額は控除してあります。

 
 
 

（（２２））行行政政ココスストト計計算算書書  

○ 2024 年度の当期収支差額は 3,062 億円で、前年度と比較すると 2,233 億円増加し

ました。 

これは、経常収支差額が 2,218 億円、特別収支差額が 15 億円それぞれ増加したこと

によるものです。   

 
 

○ 収益・費用の構成 

 

 
○ 収支差額の主な増減要因 〔◇：収益 ◆：費用〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  

  

  

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

経常収益 31,223 28,665 2,559

経常費用 28,137 27,795 341

経常収支差額 3,087 869 2,218

特別収益 37 34 3

特別費用 62 74 △ 12

特別収支差額 △ 25 △ 40 15

収益（経常+特別） 31,260 28,698 2,562

費用（経常+特別） 28,199 27,869 330

当期収支差額 3,062 829 2,233

○ 各財務諸表は、官庁会計における出納整理期間の歳入及び歳出やこれに伴う資産及び負債の増減等を

反映した後の計数としています。 

○ 各項目の計数は、表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

○ 数字を表す欄において、「－」は金額が存在しないもの、「0」は四捨五入した結果、表示単位に満た

なかったものを表します。 

経常収支差額 　2,218億円増加 2023年度 2024年度

　◇　地方税の増加 ＋1,723億円 （ 13,248 → 14,971 ）

　◇　地方譲与税等の増加 ＋403億円 （ 1,547 → 1,950 ）

　◇　地方交付税の増加 ＋314億円 （ 1,251 → 1,564 ）

　◆　補助金等の減少 △447億円 （ 12,130 → 11,683 ）

　◆　県税清算金及び交付金の増加 ＋334億円 （ 5,788 → 6,122 ）

　◆　給与関係費の増加 ＋219億円 （ 5,291 → 5,510 ）

引当金繰入額等 886億円
修繕費 346億円
支払利息及び手数料 329億円
その他 442億円

� 3



 
 
 

22  22002244年年度度愛愛知知県県財財務務諸諸表表ののポポイインントト  

（（１１））貸貸借借対対照照表表  

○ 2025年3月31日現在、資産は8兆7,741億円、負債は5兆9,195億円、純資産は 

2兆8,546億円となっています。 

 前年度と比較すると、資産は 2,517 億円増加、負債は 545 億円減少、純資産は 

3,062 億円増加しました。 

  

 

○ 資産・負債の構成 

  
＊引当金計上額は控除してあります。  

 

 

 

 

 

○  資産・負債の構成 
  

  
 

  

建設債 2兆5,321億円
特別債 2兆8,960億円

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減 2024年度 2023年度 増減

流動負債 3,514 3,896 △ 382

固定負債 55,682 55,844 △ 162

59,195 59,740 △ 545

28,546 25,484 3,062

87,741 85,224 2,517 87,741 85,224 2,517

負
債

負債合計

純資産

資産合計 負債+純資産

資
産

流動資産

固定資産

5,184 4,083

82,557 81,141

1,101

1,415

資　産 　2,517億円増加 2023年度 2024年度

　◇　基金の増加　　 ＋1,667億円 （ 12,909 → 14,576 ）

*主に財政調整基金の増

　◇　事業用資産の増加　　 ＋591億円 （ 20,926 → 21,517 ）

*主に愛知国際アリーナ及びSTATION　Aiにかかる建物の増

　◇　現金預金の増加　　 ＋219億円 （ 802 → 1,021 ）

*主に地方税増収による増

　◆　貸付金の減少　 △37億円 （ 1,084 → 1,048 ）

*主に元金償還による減

負　債 　545億円減少 2023年度 2024年度

　◇　地方債の減少　　 △550億円 （ 54,830 → 54,281 ）

*主に臨時財政対策債の償還額が新規発行額を上回ったことによる減

　◇　未払金の減少　　 △58億円 （ 487 → 429 ）

*主に債務負担行為のうち物件の購入等に係る長期未払金の減

　◆　退職手当引当金の増加 ＋34億円 （ 3,814 → 3,848 ）

*主に職員勤続年数の構成比率の変動による増

○ 主な増減要因 〔◇：純資産の増加要因、◆：純資産の減少要因〕 

主な資産

　県立学校 5,200億円
　県営住宅 4,677億円

＊引当金計上額は控除してあります。

 
 
 

（（２２））行行政政ココスストト計計算算書書  

○ 2024 年度の当期収支差額は 3,062 億円で、前年度と比較すると 2,233 億円増加し

ました。 

これは、経常収支差額が 2,218 億円、特別収支差額が 15 億円それぞれ増加したこと

によるものです。   

 
 

○ 収益・費用の構成 

 

 
○ 収支差額の主な増減要因 〔◇：収益 ◆：費用〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  

  

  

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

経常収益 31,223 28,665 2,559

経常費用 28,137 27,795 341

経常収支差額 3,087 869 2,218

特別収益 37 34 3

特別費用 62 74 △ 12

特別収支差額 △ 25 △ 40 15

収益（経常+特別） 31,260 28,698 2,562

費用（経常+特別） 28,199 27,869 330

当期収支差額 3,062 829 2,233

○ 各財務諸表は、官庁会計における出納整理期間の歳入及び歳出やこれに伴う資産及び負債の増減等を

反映した後の計数としています。 

○ 各項目の計数は、表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

○ 数字を表す欄において、「－」は金額が存在しないもの、「0」は四捨五入した結果、表示単位に満た

なかったものを表します。 

経常収支差額 　2,218億円増加 2023年度 2024年度

　◇　地方税の増加 ＋1,723億円 （ 13,248 → 14,971 ）

　◇　地方譲与税等の増加 ＋403億円 （ 1,547 → 1,950 ）

　◇　地方交付税の増加 ＋314億円 （ 1,251 → 1,564 ）

　◆　補助金等の減少 △447億円 （ 12,130 → 11,683 ）

　◆　県税清算金及び交付金の増加 ＋334億円 （ 5,788 → 6,122 ）

　◆　給与関係費の増加 ＋219億円 （ 5,291 → 5,510 ）

引当金繰入額等 886億円
修繕費 346億円
支払利息及び手数料 329億円
その他 442億円
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33  貸貸借借対対照照表表  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

資資産産のの部部  

 県がどのくらいの資産を保有しているかを表します。

流流動動資資産産  

 作成基準日から１年以内に現金化しうる資産です。 

固固定定資資産産  

 作成基準日から１年を超えた以降に現金化される資産又

は現金化することを目的としていない資産です。 

物物品品  225511 億億円円  

 物品（100 万円以上）、自動車等です。 

 

破破産産更更生生債債権権等等  1111 億億円円    

 貸付金（回収期限が到来し、調定済の未収金を含む）

のうち、経営破綻に陥っている債務者に対する債権を計

上しています。 

未未収収金金  117711 億億円円  

 収入すべきもののうち、未収納の金額です。 

不不納納欠欠損損引引当当金金  △△3344 億億円円  

 未収金のうち将来回収不能が見込まれる金額です。 

(参考)未収金 - 不納欠損引当金 = 137 億円 

基基金金  11 兆兆 44,,557766 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 減債基金のうち翌年度に取り崩す予定の金額及び財政調

整基金（全額）を流動資産に計上しています。それ以外の

基金は、固定資産に計上しています。 

貸貸付付金金  11,,007766 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 企業庁の工業用水道事業、水道事業への貸付金及び第三

セクター等の団体、法人・個人への貸付金のうち、翌年度

に償還期限の到来する予定の金額を「短期貸付金」に、そ

れ以外を「長期貸付金」に計上しています。 

貸貸倒倒引引当当金金  △△4400 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 貸付金及び破産更生債権等のうち、貸付金の返還免除を

含め将来回収できなくなることが見込まれる金額です。 

事事業業用用資資産産  22 兆兆 11,,551177 億億円円  

 県立学校、県営住宅、庁舎など公共用の資産（インフラ

資産を除く）です。特許権、ソフトウェア等の無形固定資

産を含みます。  
＜主な資産＞県立学校 5,200 億円、県営住宅 4,677 億円 

イインンフフララ資資産産  44 兆兆 33,,006677 億億円円  

 道路･橋りょう、河川等の社会生活の基盤となる資産です。
＜主な資産＞道路･橋りょう 2 兆 6,707 億円、河川 1 兆 416 億円 

そそのの他他債債権権等等  3388 億億円円  

  信託受益権、敷金など他のいずれにも属さない投資そ

の他の資産です。 
投投資資及及びび出出資資金金  66,,009933 億億円円  

 県関係団体、第三セクター等への出資金・出えん金です。 

投投資資損損失失引引当当金金  △△88 億億円円  

  投資及び出資金のうち、連結対象法人等に対するもの

について、実質価額が一定割合低下した場合、実質価額

と取得価額の差額を計上しています。 

2025年3月31日現在

2024年度 2023年度 増減

 資産の部

 流動資産 5,184 4,083 1,101

現金預金 1,021 802 219

未収金 171 169 2

不納欠損引当金 △ 34 △ 35 0

基金 3,933 3,049 884

短期貸付金 95 99 △ 4

貸倒引当金 △ 2 △ 1 △ 1

 固定資産 82,557 81,141 1,415

事業用資産 21,517 20,926 591

インフラ資産 43,067 43,059 8

物品 251 251 △ 0

投資その他の資産 17,721 16,904 817

投資及び出資金 6,093 6,027 66

投資損失引当金 △ 8 △ 8 0

破産更生債権等 11 12 △ 0

基金 10,643 9,861 783

長期貸付金 981 1,011 △ 31

その他債権等 38 39 △ 0

貸倒引当金 △ 38 △ 37 △ 1

8877,,774411 8855,,222244 22,,551177

科目

 資産の部合計

 
 
 

 

 

 
 

 

  

流流動動負負債債  

 作成基準日から１年以内に返済すべき負債です。 

固固定定負負債債  

 作成基準日から１年を超えて返済時期が到来する

負債です。 

負負債債のの部部  

県が将来支払わなければならない負債がどの

くらいあるかを表します。 

地地方方債債  55 兆兆 44,,228811 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 県の資産形成等のために発行した地方債のうち、

翌年度償還予定額を流動負債に、それ以外を固定負

債に計上しています。 

＊前年度に比べ、550 億円減少しています。 
（参考）地方債の新規発行額、償還額（借換債を除く） 

  新規発行額      2,802 億円 

   うち臨時財政対策債    275 億円 

  償還額        3,352 億円 

  うち臨時財政対策債 1,402 億円

還還付付未未済済金金  1111 億億円円  

 県に対する過誤納金のうち、2024 年度末までに

還付が終了しなかったものです。 

賞賞与与引引当当金金  446633 億億円円    

 2025 年 6 月支給の期末・勤勉手当の対象期間

のうち、前年度の 12 月から 3 月までの 4 か月分

を作成基準日時点で発生している負担相当額として

計上しています。 

未未払払金金  442299 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 県の支出額が確定し、後年度に支払が予定されて

いるもののうち、翌年度支出予定額を流動負債に、

それ以外を固定負債に計上しています。 

退退職職手手当当引引当当金金  33,,884488 億億円円  

 作成基準日に、在職する全職員が自己の都合によ

り退職するものとした場合の退職手当支給見込額で

す。 

損損失失補補償償等等引引当当金金  115599 億億円円  

 県の財政支援を受ける出資法人等の債務に対する

県の損失補償や公的信用保証、制度融資等に係る県

の損失補償の金額のうち、将来の負担が見込まれる

一定額を引当金として計上しています。 

純純資資産産のの部部  

資産総額から負債総額を引いた差額を表します。

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

 負債の部

 流動負債 3,514 3,896 △ 382

一年以内償還予定地方債 2,946 3,363 △ 417

一年以内償還予定長期借入金 - - -

未払金 89 81 9

還付未済金 11 11 1

賞与引当金 463 437 25

その他流動負債 5 5 △ 0

 固定負債 55,682 55,844 △ 162

地方債 51,335 51,467 △ 133

長期借入金 - - -

長期未払金 340 407 △ 67

退職手当引当金 3,848 3,814 34

損失補償等引当金 159 156 3

5599,,119955 5599,,774400 △△  554455

 純資産の部

 純資産 28,546 25,484 3,062

2288,,554466 2255,,448844 33,,006622

8877,,774411 8855,,222244 22,,551177

科目

 負債の部合計

 純資産の部合計

 負債及び純資産の部合計

＜参考：県民1人当たりの資産・負債・純資産＞

（2025年1月1日現在住民基本台帳人口）

純資産 38万1千円
（34万円）

＊（　）内は前年度数値を表す。

愛知県の人口 7,483,755人

資産
117万2千円

（113万6千円）

負債 79万1千円
（79万6千円）
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33  貸貸借借対対照照表表  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

資資産産のの部部  

 県がどのくらいの資産を保有しているかを表します。

流流動動資資産産  

 作成基準日から１年以内に現金化しうる資産です。 

固固定定資資産産  

 作成基準日から１年を超えた以降に現金化される資産又

は現金化することを目的としていない資産です。 

物物品品  225511 億億円円  

 物品（100 万円以上）、自動車等です。 

 

破破産産更更生生債債権権等等  1111 億億円円    

 貸付金（回収期限が到来し、調定済の未収金を含む）

のうち、経営破綻に陥っている債務者に対する債権を計

上しています。 

未未収収金金  117711 億億円円  

 収入すべきもののうち、未収納の金額です。 

不不納納欠欠損損引引当当金金  △△3344 億億円円  

 未収金のうち将来回収不能が見込まれる金額です。 

(参考)未収金 - 不納欠損引当金 = 137 億円 

基基金金  11 兆兆 44,,557766 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 減債基金のうち翌年度に取り崩す予定の金額及び財政調

整基金（全額）を流動資産に計上しています。それ以外の

基金は、固定資産に計上しています。 

貸貸付付金金  11,,007766 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 企業庁の工業用水道事業、水道事業への貸付金及び第三

セクター等の団体、法人・個人への貸付金のうち、翌年度

に償還期限の到来する予定の金額を「短期貸付金」に、そ

れ以外を「長期貸付金」に計上しています。 

貸貸倒倒引引当当金金  △△4400 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 貸付金及び破産更生債権等のうち、貸付金の返還免除を

含め将来回収できなくなることが見込まれる金額です。 

事事業業用用資資産産  22 兆兆 11,,551177 億億円円  

 県立学校、県営住宅、庁舎など公共用の資産（インフラ

資産を除く）です。特許権、ソフトウェア等の無形固定資

産を含みます。  
＜主な資産＞県立学校 5,200 億円、県営住宅 4,677 億円 

イインンフフララ資資産産  44 兆兆 33,,006677 億億円円  

 道路･橋りょう、河川等の社会生活の基盤となる資産です。
＜主な資産＞道路･橋りょう 2 兆 6,707 億円、河川 1 兆 416 億円 

そそのの他他債債権権等等  3388 億億円円  

  信託受益権、敷金など他のいずれにも属さない投資そ

の他の資産です。 
投投資資及及びび出出資資金金  66,,009933 億億円円  

 県関係団体、第三セクター等への出資金・出えん金です。 

投投資資損損失失引引当当金金  △△88 億億円円  

  投資及び出資金のうち、連結対象法人等に対するもの

について、実質価額が一定割合低下した場合、実質価額

と取得価額の差額を計上しています。 

2025年3月31日現在

2024年度 2023年度 増減

 資産の部

 流動資産 5,184 4,083 1,101

現金預金 1,021 802 219

未収金 171 169 2

不納欠損引当金 △ 34 △ 35 0

基金 3,933 3,049 884

短期貸付金 95 99 △ 4

貸倒引当金 △ 2 △ 1 △ 1

 固定資産 82,557 81,141 1,415

事業用資産 21,517 20,926 591

インフラ資産 43,067 43,059 8

物品 251 251 △ 0

投資その他の資産 17,721 16,904 817

投資及び出資金 6,093 6,027 66

投資損失引当金 △ 8 △ 8 0

破産更生債権等 11 12 △ 0

基金 10,643 9,861 783

長期貸付金 981 1,011 △ 31

その他債権等 38 39 △ 0

貸倒引当金 △ 38 △ 37 △ 1

8877,,774411 8855,,222244 22,,551177

科目

 資産の部合計

 
 
 

 

 

 
 

 

  

流流動動負負債債  

 作成基準日から１年以内に返済すべき負債です。 

固固定定負負債債  

 作成基準日から１年を超えて返済時期が到来する

負債です。 

負負債債のの部部  

県が将来支払わなければならない負債がどの

くらいあるかを表します。 

地地方方債債  55 兆兆 44,,228811 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 県の資産形成等のために発行した地方債のうち、

翌年度償還予定額を流動負債に、それ以外を固定負

債に計上しています。 

＊前年度に比べ、550 億円減少しています。 
（参考）地方債の新規発行額、償還額（借換債を除く） 

  新規発行額      2,802 億円 

   うち臨時財政対策債    275 億円 

  償還額        3,352 億円 

  うち臨時財政対策債 1,402 億円

還還付付未未済済金金  1111 億億円円  

 県に対する過誤納金のうち、2024 年度末までに

還付が終了しなかったものです。 

賞賞与与引引当当金金  446633 億億円円    

 2025 年 6 月支給の期末・勤勉手当の対象期間

のうち、前年度の 12 月から 3 月までの 4 か月分

を作成基準日時点で発生している負担相当額として

計上しています。 

未未払払金金  442299 億億円円（（流流動動＋＋固固定定））  

 県の支出額が確定し、後年度に支払が予定されて

いるもののうち、翌年度支出予定額を流動負債に、

それ以外を固定負債に計上しています。 

退退職職手手当当引引当当金金  33,,884488 億億円円  

 作成基準日に、在職する全職員が自己の都合によ

り退職するものとした場合の退職手当支給見込額で

す。 

損損失失補補償償等等引引当当金金  115599 億億円円  

 県の財政支援を受ける出資法人等の債務に対する

県の損失補償や公的信用保証、制度融資等に係る県

の損失補償の金額のうち、将来の負担が見込まれる

一定額を引当金として計上しています。 

純純資資産産のの部部  

資産総額から負債総額を引いた差額を表します。

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

 負債の部

 流動負債 3,514 3,896 △ 382

一年以内償還予定地方債 2,946 3,363 △ 417

一年以内償還予定長期借入金 - - -

未払金 89 81 9

還付未済金 11 11 1

賞与引当金 463 437 25

その他流動負債 5 5 △ 0

 固定負債 55,682 55,844 △ 162

地方債 51,335 51,467 △ 133

長期借入金 - - -

長期未払金 340 407 △ 67

退職手当引当金 3,848 3,814 34

損失補償等引当金 159 156 3

5599,,119955 5599,,774400 △△  554455

 純資産の部

 純資産 28,546 25,484 3,062

2288,,554466 2255,,448844 33,,006622

8877,,774411 8855,,222244 22,,551177

科目

 負債の部合計

 純資産の部合計

 負債及び純資産の部合計

＜参考：県民1人当たりの資産・負債・純資産＞

（2025年1月1日現在住民基本台帳人口）

純資産 38万1千円
（34万円）

＊（　）内は前年度数値を表す。

愛知県の人口 7,483,755人

資産
117万2千円

（113万6千円）

負債 79万1千円
（79万6千円）
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44  行行政政ココスストト計計算算書書  

収収益益  

 行政サービスの提供に要したコストの財源を表し

ます。 

当当期期収収支支差差額額  

 行政コスト計算書の収益と費用の差額を表します。
特特別別収収益益  

 固定資産の受贈益・売却益や災害復旧費に係る国庫

補助金など、特別な事情や臨時に発生する収益を計上

しています。 

そそのの他他経経常常収収益益  555577 億億円円  

 宝くじ事業収益、財産の貸付に係る収入、寄附金によ

る収入、県税に関する延滞金や加算金など上記のいずれ

にも属さないその他の経常収益です。 

経経常常収収益益  

 通常の行政活動による収益です。 

地地方方税税  11 兆兆 44,,997711 億億円円    

 県民税、事業税、自動車税など県税による収入です。

地地方方消消費費税税清清算算金金  33,,882288 億億円円  

 地方消費税の都道府県間清算による収入です。

地地方方譲譲与与税税等等  11,,995500 億億円円  

 地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付

金による国からの収入です。 

分分担担金金及及びび負負担担金金  22,,115566 億億円円  

 国民健康保険事業や道路・橋りょう、河川工事等に係

る市町村等からの分担金・負担金収入です。 

使使用用料料及及びび手手数数料料  448822 億億円円  

 施設の使用料や各種申請手数料などの収入です。

国国庫庫支支出出金金  44,,006666 億億円円  

 国庫負担金、国庫補助金、委託金などの国からの収入

です。 

受受取取利利息息及及びび配配当当金金  5544 億億円円  

 基金の運用利息など利息や配当金の受取収入です。 

地地方方交交付付税税  11,,556644 億億円円  

 地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地

方公共団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保障す

る地方交付税による収入です。 

交交付付金金等等（（特特別別会会計計））  11,,559966 億億円円  

 国民健康保険に係る支払基金等からの交付金収入です。

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

経常収益 31,223 28,665 2,559

地方税 14,971 13,248 1,723

地方消費税清算金 3,828 3,634 194

地方譲与税等 1,950 1,547 403

地方交付税 1,564 1,251 314

分担金及び負担金 2,156 2,125 31

使用料及び手数料 482 481 0

国庫支出金 4,066 4,265 △ 199

交付金等（特別会計） 1,596 1,657 △ 61

受取利息及び配当金 54 31 22

その他経常収益 557 425 131

経常費用 28,137 27,795 341

県税清算金及び交付金 6,122 5,788 334

給与関係費 5,510 5,291 219

物件費 1,491 1,385 106

修繕費 346 313 33

社会保障給付費 243 232 11

補助金等 11,683 12,130 △ 447

繰出金 137 139 △ 2

減価償却費 1,388 1,402 △ 14

引当金繰入額等 886 790 97

支払利息及び手数料 329 325 4

その他経常費用 0 1 △ 1

経常収支差額 3,087 869 2,218

特別収益 37 34 3

特別費用 62 74 △ 12

特別収支差額 △ 25 △ 40 15

収益（経常+特別） 31,260 28,698 2,562

費用（経常+特別） 28,199 27,869 330

当期収支差額 3,062 829 2,233

自　2024年4月 1日

至　2025年3月31日

科目

 
 
 

 

  

経経常常費費用用  

 通常の行政活動に伴い発生した費用です。 

費費用用  

 行政サービスの提供に要したコストを表します。 

県県税税清清算算金金及及びび交交付付金金  66,,112222 億億円円  

  地方消費税の都道府県間清算による支出や市町村への地

方消費税交付金等です。 

給給与与関関係係費費  55,,551100 億億円円  

 職員の給与や共済費等の人件費です。 

物物件件費費  11,,449911 億億円円  

 旅費交通費、消耗品費、光熱水費、通信運搬費、保守管

理費、業務委託費、賃借料等の支出です。 

修修繕繕費費  334466 億億円円  

 建物、工作物等の修繕に係る支出です。 

社社会会保保障障給給付付費費  224433 億億円円  

 被扶助者に対して給付を行う生活保護費や児童手当など

の支出です。 

補補助助金金等等  11 兆兆 11,,668833 億億円円  

 市町村や団体等に対する負担金、補助金、交付金等です。

繰繰出出金金  113377 億億円円  

 公営企業会計に対する繰出金です。 

減減価価償償却却費費  11,,338888 億億円円（（現現金金のの支支出出をを伴伴わわなないい費費用用））  

 貸借対照表に計上した固定資産の減価償却費です。 

支支払払利利息息及及びび手手数数料料  332299 億億円円  

 地方債利子、地方債の発行や償還に係る手数料などの支

出です。 

引引当当金金繰繰入入額額等等  888866 億億円円（（現現金金のの支支出出をを伴伴わわなないい費費用用））

 貸倒引当金や退職手当引当金の繰入額等です。 

 

＜参考：県民1人当たりの収益・費用＞

（2025年1月1日現在住民基本台帳人口）

＊（　）内は前年度数値を表す。

愛知県の人口 7,483,755人

収益
41万8千円

（38万3千円）

費用
37万7千円

（37万2千円）

特特別別費費用用  

 固定資産の除売却損、投資及び出資金の評価損や災害復

旧費など、特別な事情や臨時に発生する費用を計上してい

ます。 

  

  

現現金金のの支支出出をを伴伴わわなないい費費用用をを含含むむフフルルココスストト

情情報報ににつついいてて  

■■減減価価償償却却費費  

 官庁会計では、現金の出入りしか記録しま

せんので、例えば、県立学校を新設したよう

な場合、工事費を支払った年度にのみ、支出

が記録されます。 

 これに対し、発生主義に基づく新公会計制

度においては、工事費を支払った年度に全額

を費用計上するのではなく、取得した建物な

どの償却資産の耐用年数にわたって各年度に

費用を配分します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■引当金繰入額等 

貸倒引当金や賞与引当金などの引当金を貸

借対照表に計上する際には、現金の支出はあ

りませんが、当期に発生した費用を認識し

て、引当金繰入額として費用を計上します。 

 

新公会計制度の導入により、こうした現金

の支出を伴わない費用を含めたフルコスト情

報を明らかにできるようになりました。 

解説 

減価償却イメージ

取得 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

資産額

減価償却費

耐用年数5年の償却資産に係る減価償却費

の計上と資産価値の減少の例

� 7



 
 
 

 

44  行行政政ココスストト計計算算書書  

収収益益  

 行政サービスの提供に要したコストの財源を表し

ます。 

当当期期収収支支差差額額  

 行政コスト計算書の収益と費用の差額を表します。
特特別別収収益益  

 固定資産の受贈益・売却益や災害復旧費に係る国庫

補助金など、特別な事情や臨時に発生する収益を計上

しています。 

そそのの他他経経常常収収益益  555577 億億円円  

 宝くじ事業収益、財産の貸付に係る収入、寄附金によ

る収入、県税に関する延滞金や加算金など上記のいずれ

にも属さないその他の経常収益です。 

経経常常収収益益  

 通常の行政活動による収益です。 

地地方方税税  11 兆兆 44,,997711 億億円円    

 県民税、事業税、自動車税など県税による収入です。

地地方方消消費費税税清清算算金金  33,,882288 億億円円  

 地方消費税の都道府県間清算による収入です。

地地方方譲譲与与税税等等  11,,995500 億億円円  

 地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付

金による国からの収入です。 

分分担担金金及及びび負負担担金金  22,,115566 億億円円  

 国民健康保険事業や道路・橋りょう、河川工事等に係

る市町村等からの分担金・負担金収入です。 

使使用用料料及及びび手手数数料料  448822 億億円円  

 施設の使用料や各種申請手数料などの収入です。

国国庫庫支支出出金金  44,,006666 億億円円  

 国庫負担金、国庫補助金、委託金などの国からの収入

です。 

受受取取利利息息及及びび配配当当金金  5544 億億円円  

 基金の運用利息など利息や配当金の受取収入です。 

地地方方交交付付税税  11,,556644 億億円円  

 地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地

方公共団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保障す

る地方交付税による収入です。 

交交付付金金等等（（特特別別会会計計））  11,,559966 億億円円  

 国民健康保険に係る支払基金等からの交付金収入です。

（単位：億円）

2024年度 2023年度 増減

経常収益 31,223 28,665 2,559

地方税 14,971 13,248 1,723

地方消費税清算金 3,828 3,634 194

地方譲与税等 1,950 1,547 403

地方交付税 1,564 1,251 314

分担金及び負担金 2,156 2,125 31

使用料及び手数料 482 481 0

国庫支出金 4,066 4,265 △ 199

交付金等（特別会計） 1,596 1,657 △ 61

受取利息及び配当金 54 31 22

その他経常収益 557 425 131

経常費用 28,137 27,795 341

県税清算金及び交付金 6,122 5,788 334

給与関係費 5,510 5,291 219

物件費 1,491 1,385 106

修繕費 346 313 33

社会保障給付費 243 232 11

補助金等 11,683 12,130 △ 447

繰出金 137 139 △ 2

減価償却費 1,388 1,402 △ 14

引当金繰入額等 886 790 97

支払利息及び手数料 329 325 4

その他経常費用 0 1 △ 1

経常収支差額 3,087 869 2,218

特別収益 37 34 3

特別費用 62 74 △ 12

特別収支差額 △ 25 △ 40 15

収益（経常+特別） 31,260 28,698 2,562

費用（経常+特別） 28,199 27,869 330

当期収支差額 3,062 829 2,233

自　2024年4月 1日

至　2025年3月31日

科目

 
 
 

 

  

経経常常費費用用  

 通常の行政活動に伴い発生した費用です。 

費費用用  

 行政サービスの提供に要したコストを表します。 

県県税税清清算算金金及及びび交交付付金金  66,,112222 億億円円  

  地方消費税の都道府県間清算による支出や市町村への地

方消費税交付金等です。 

給給与与関関係係費費  55,,551100 億億円円  

 職員の給与や共済費等の人件費です。 

物物件件費費  11,,449911 億億円円  

 旅費交通費、消耗品費、光熱水費、通信運搬費、保守管

理費、業務委託費、賃借料等の支出です。 

修修繕繕費費  334466 億億円円  

 建物、工作物等の修繕に係る支出です。 

社社会会保保障障給給付付費費  224433 億億円円  

 被扶助者に対して給付を行う生活保護費や児童手当など

の支出です。 

補補助助金金等等  11 兆兆 11,,668833 億億円円  

 市町村や団体等に対する負担金、補助金、交付金等です。

繰繰出出金金  113377 億億円円  

 公営企業会計に対する繰出金です。 

減減価価償償却却費費  11,,338888 億億円円（（現現金金のの支支出出をを伴伴わわなないい費費用用））  

 貸借対照表に計上した固定資産の減価償却費です。 

支支払払利利息息及及びび手手数数料料  332299 億億円円  

 地方債利子、地方債の発行や償還に係る手数料などの支

出です。 

引引当当金金繰繰入入額額等等  888866 億億円円（（現現金金のの支支出出をを伴伴わわなないい費費用用））

 貸倒引当金や退職手当引当金の繰入額等です。 

 

＜参考：県民1人当たりの収益・費用＞

（2025年1月1日現在住民基本台帳人口）

＊（　）内は前年度数値を表す。

愛知県の人口 7,483,755人

収益
41万8千円

（38万3千円）

費用
37万7千円

（37万2千円）

特特別別費費用用  

 固定資産の除売却損、投資及び出資金の評価損や災害復

旧費など、特別な事情や臨時に発生する費用を計上してい

ます。 

  

  

現現金金のの支支出出をを伴伴わわなないい費費用用をを含含むむフフルルココスストト

情情報報ににつついいてて  

■■減減価価償償却却費費  

 官庁会計では、現金の出入りしか記録しま

せんので、例えば、県立学校を新設したよう

な場合、工事費を支払った年度にのみ、支出

が記録されます。 

 これに対し、発生主義に基づく新公会計制

度においては、工事費を支払った年度に全額

を費用計上するのではなく、取得した建物な

どの償却資産の耐用年数にわたって各年度に

費用を配分します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■引当金繰入額等 

貸倒引当金や賞与引当金などの引当金を貸

借対照表に計上する際には、現金の支出はあ

りませんが、当期に発生した費用を認識し

て、引当金繰入額として費用を計上します。 

 

新公会計制度の導入により、こうした現金

の支出を伴わない費用を含めたフルコスト情

報を明らかにできるようになりました。 

解説 

減価償却イメージ

取得 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

資産額

減価償却費

耐用年数5年の償却資産に係る減価償却費

の計上と資産価値の減少の例
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現現金金主主義義にによよるる官官庁庁会会計計ととのの表表示示方方法法のの違違いいににつついいてて  

キャッシュ・フロー計算書は、現金主義による官庁会計の現金収支を 3 つの活動区分に分けて表し

たものです。 

活動区分に分けることにより、現金収入が税収によるものか、地方債の発行によるものかといった

違いや、現金支出が施設の建設や改良のための投資的な支出であるのか、地方債の償還なのかといっ

た違いを一覧形式で表しています。 

  

55  キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書  

  

収入 

 

 

 

 

 

 

 

支出 

行行政政ササーービビスス活活動動  

  経常的な行政サービスを提供するため

の現金の収支、その他投資活動及び財務

活動に区分されない現金の収支を表しま

す。 

地方税 

地方交付税 

使用料及び手数料 

国庫支出金 

利息・配当金の受取 など 

職員給与 

物件費（消耗品、一般備品の購入、委託

料等） 

社会保障費 

補助金 

利息・手数料 など 

この活動区分は、行政コスト計算書に

計上される取引に対応します。各科目の

内容は、3 ページの記載を参照してくだ

さい。 

ただし、行政コスト計算書は発生主義

により、キャッシュ・フロー計算書は現

金主義によりそれぞれ作成しますので、

両者の金額は一致しません。 

解説 

2024年度 2023年度 増減

行政サービス活動

行政収入 31,019 28,657 2,362

地方税 14,968 13,245 1,724

地方消費税清算金 3,828 3,634 194

地方譲与税等 1,950 1,547 403

地方交付税 1,564 1,251 314

分担金及び負担金 2,156 2,124 31

使用料及び手数料 481 481 △ 0

国庫支出金 4,066 4,265 △ 199

交付金等（特別会計） 1,596 1,657 △ 61

利息及び配当金 54 31 22

その他行政収入 355 422 △ 67

行政支出 26,643 26,230 412

県税清算金及び交付金 6,122 5,788 334

給与関係費 6,313 5,923 390

物件費 1,490 1,385 105

修繕費 330 313 17

社会保障給付費 243 232 11

補助金等 11,671 12,118 △ 448

繰出金 137 139 △ 2

利息及び手数料 329 325 4

その他行政支出 7 7 △ 0

特別収入 25 15 11

特別支出 35 21 14

行行政政ササーービビスス活活動動収収支支差差額額 44,,336666 22,,442200 11,,994466

科　　目

自　2024年4月 1日

至　2025年3月31日

 
 
 

    

期期末末現現金金預預金金残残高高ににつついいてて  
前年度からの繰越金である期首現金預金残高 802 億円に当期現金預金増減額 219 億円を加えた期末現

金預金残高 1,021 億円は、官庁会計における各会計の歳入歳出差引残額（形式収支）を足し合わせた金額

と一致します。 
また、期末現金預金残高 1,021 億円は、５ページに掲載した貸借対照表の現金預金の額と一致します。

 

    

収入 

 

 

 

 

支出 

投投資資活活動動  

  固定資産の取得及び売却、基金の積立

及び取崩、貸付、出資等に係る現金の収

支を表します。 

固定資産の売却 

基金の取崩による収入 

投資、貸付等の回収による収入 など 

固定資産の形成に係る支出 

基金の積立に係る支出 

出資、資金の貸付に係る支出 など

収入、支出 

財財務務活活動動  

  地方債など、外部からの資金の調達及び

その償還に係る現金の収支を表します。 

地方債の発行・償還、その他借入金の増減に

係るもの 

 この活動区分は、地方債の発行や借入

など、貸借対照表の負債の部に係る取引

に対応します。 

 この活動区分は、主に貸借対照表の

資産の部に係る取引に対応します。 

解説 

2024年度 2023年度 増減

投資活動

投資活動収入 3,763 3,865 △ 102

固定資産売却 9 9 0

基金取崩 1,868 1,966 △ 99

投資及び出資金回収 - - -

貸付金回収元金 1,887 1,890 △ 4

その他投資活動収入 0 0 0

投資活動支出 7,280 5,563 1,717

固定資産取得 1,833 1,538 294

基金積立金 3,534 2,119 1,415

投資及び出資金 60 67 △ 7

貸付金 1,853 1,839 14

その他投資活動支出 0 0 △ 0

投投資資活活動動収収支支差差額額 △△  33,,551177 △△  11,,669988 △△  11,,881199

財務活動

財務活動収入 4,605 4,802 △ 198

地方債発行 4,605 4,802 △ 198

財務活動支出 5,235 5,552 △ 317

地方債償還金 5,154 5,476 △ 321

借入金返済 - - -

その他財務活動支出 81 76 5

財財務務活活動動収収支支差差額額 △△  663300 △△  774499 111199

当当期期現現金金預預金金増増減減額額 221199 △△  2277 224466

期期首首現現金金預預金金残残高高 880022 882299 △△  2277

期期末末現現金金預預金金残残高高 11,,002211 880022 221199

科　　目

（単位：億円）
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現現金金主主義義にによよるる官官庁庁会会計計ととのの表表示示方方法法のの違違いいににつついいてて  

キャッシュ・フロー計算書は、現金主義による官庁会計の現金収支を 3 つの活動区分に分けて表し

たものです。 

活動区分に分けることにより、現金収入が税収によるものか、地方債の発行によるものかといった

違いや、現金支出が施設の建設や改良のための投資的な支出であるのか、地方債の償還なのかといっ

た違いを一覧形式で表しています。 

  

55  キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書  

  

収入 

 

 

 

 

 

 

 

支出 

行行政政ササーービビスス活活動動  

  経常的な行政サービスを提供するため

の現金の収支、その他投資活動及び財務

活動に区分されない現金の収支を表しま

す。 

地方税 

地方交付税 

使用料及び手数料 

国庫支出金 

利息・配当金の受取 など 

職員給与 

物件費（消耗品、一般備品の購入、委託

料等） 

社会保障費 

補助金 

利息・手数料 など 

この活動区分は、行政コスト計算書に

計上される取引に対応します。各科目の

内容は、3 ページの記載を参照してくだ

さい。 

ただし、行政コスト計算書は発生主義

により、キャッシュ・フロー計算書は現

金主義によりそれぞれ作成しますので、

両者の金額は一致しません。 

解説 

2024年度 2023年度 増減

行政サービス活動

行政収入 31,019 28,657 2,362

地方税 14,968 13,245 1,724

地方消費税清算金 3,828 3,634 194

地方譲与税等 1,950 1,547 403

地方交付税 1,564 1,251 314

分担金及び負担金 2,156 2,124 31

使用料及び手数料 481 481 △ 0

国庫支出金 4,066 4,265 △ 199

交付金等（特別会計） 1,596 1,657 △ 61

利息及び配当金 54 31 22

その他行政収入 355 422 △ 67

行政支出 26,643 26,230 412

県税清算金及び交付金 6,122 5,788 334

給与関係費 6,313 5,923 390

物件費 1,490 1,385 105

修繕費 330 313 17

社会保障給付費 243 232 11

補助金等 11,671 12,118 △ 448

繰出金 137 139 △ 2

利息及び手数料 329 325 4

その他行政支出 7 7 △ 0

特別収入 25 15 11

特別支出 35 21 14

行行政政ササーービビスス活活動動収収支支差差額額 44,,336666 22,,442200 11,,994466

科　　目

自　2024年4月 1日

至　2025年3月31日

 
 
 

    

期期末末現現金金預預金金残残高高ににつついいてて  
前年度からの繰越金である期首現金預金残高 802 億円に当期現金預金増減額 219 億円を加えた期末現

金預金残高 1,021 億円は、官庁会計における各会計の歳入歳出差引残額（形式収支）を足し合わせた金額

と一致します。 
また、期末現金預金残高 1,021 億円は、５ページに掲載した貸借対照表の現金預金の額と一致します。

 

    

収入 

 

 

 

 

支出 

投投資資活活動動  

  固定資産の取得及び売却、基金の積立

及び取崩、貸付、出資等に係る現金の収

支を表します。 

固定資産の売却 

基金の取崩による収入 

投資、貸付等の回収による収入 など 

固定資産の形成に係る支出 

基金の積立に係る支出 

出資、資金の貸付に係る支出 など

収入、支出 

財財務務活活動動  

  地方債など、外部からの資金の調達及び

その償還に係る現金の収支を表します。 

地方債の発行・償還、その他借入金の増減に

係るもの 

 この活動区分は、地方債の発行や借入

など、貸借対照表の負債の部に係る取引

に対応します。 

 この活動区分は、主に貸借対照表の

資産の部に係る取引に対応します。 

解説 

2024年度 2023年度 増減

投資活動

投資活動収入 3,763 3,865 △ 102

固定資産売却 9 9 0

基金取崩 1,868 1,966 △ 99

投資及び出資金回収 - - -

貸付金回収元金 1,887 1,890 △ 4

その他投資活動収入 0 0 0

投資活動支出 7,280 5,563 1,717

固定資産取得 1,833 1,538 294

基金積立金 3,534 2,119 1,415

投資及び出資金 60 67 △ 7

貸付金 1,853 1,839 14

その他投資活動支出 0 0 △ 0

投投資資活活動動収収支支差差額額 △△  33,,551177 △△  11,,669988 △△  11,,881199

財務活動

財務活動収入 4,605 4,802 △ 198

地方債発行 4,605 4,802 △ 198

財務活動支出 5,235 5,552 △ 317

地方債償還金 5,154 5,476 △ 321

借入金返済 - - -

その他財務活動支出 81 76 5

財財務務活活動動収収支支差差額額 △△  663300 △△  774499 111199

当当期期現現金金預預金金増増減減額額 221199 △△  2277 224466

期期首首現現金金預預金金残残高高 880022 882299 △△  2277

期期末末現現金金預預金金残残高高 11,,002211 880022 221199

科　　目

（単位：億円）
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66  純純資資産産変変動動計計算算書書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

  

（単位：億円）

有価証券
評価差額金

立竹木
評価差額金

当期首残高 20,690 4,747 4 44 25,484

当期変動額 - 3,062 △ 0 △ 0 3,062

当期末残高 20,690 7,808 3 43 28,546

開始残高相当 剰余金

評価差額金

純資産合計

自　2024年4月 1日
至　2025年3月31日

開開始始残残高高相相当当  

  開始貸借対照表の資産と負債の差額です。 

（評価差額金を除く） 

評評価価差差額額金金  

 有価証券及び立竹木の評価替えに伴う評価差

額金です。 

純純資資産産合合計計  

 当期末残高は、貸借対照表の純資産の額に 

一致します。 

剰剰余余金金  

当期末残高は、行政コスト計算書の毎年の

収支差額の累積額です。 

  

  

純純資資産産のの変変動動額額ににつついいてて  

2023 年度貸借対照表における資産は 8 兆 5,224 億円、負債は 5 兆 9,740 億円、純資産は 

2 兆 5,484 億円でした。 

2024 年度中に、この純資産が 3,062 億円増加し、2024 年度期末時点では 2 兆 8,546 億円と

なりました。 

これは、行政コスト計算書の当期収支差額 3,062 億円によるものです。 

 

解解説説

相互関係イメージ（単位：億円）

○純資産変動計算書

3,062

○行政コスト計算書 ○貸借対照表

費用 収益 資産 負債

28,199 31,260 87,741 59,195

当期収支差額 純資産

3,062 28,546

評価差額金 純資産合計

当期首残高

当期変動額

28,546当期末残高

開始残高相当 剰余金

 
 
 

77  注注記記  
 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

８８  附附属属明明細細表表  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注記とは、財務諸表の作成に関する重要な会計方針など、財務諸表の内容を理解するために

必要な事項について説明したものです。 

附属明細表は、財務諸表の内容を補足するものです。下の表は、2024 年度中における事業

用資産、インフラ資産及び物品の増減を表した附属明細表です。 

このほか、「基金明細表」、「投資及び出資金明細表」、「貸付金明細表」、「未収金明細表」、

「引当金明細表」、「地方債明細表」、「債務負担行為明細表」、「行政コスト計算書の当期収支差額

とキャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額との調整表」及び「売却可能資産明細表」を

作成しています。 

重重要要なな会会計計方方針針

一般会計特別会計各会計合算財務諸表に係る主な記載項目

・投資及び出資金の評価基準及び評価方法
・固定資産の減価償却の方法
・引当金の計上基準
・出納整理期間の取扱い　など

歳歳入入歳歳出出外外現現金金のの状状況況

偶偶発発債債務務

・債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
・係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの

（単位：億円）

区分
当期首

取得価額
当期増減額

当期末
取得価額

当期末減価
償却累計額

当期償却額
差引

当期末残高

a b c = a + b d e f = c - d

事業用資産 34,467 869 35,336 13,819 342 21,517

　有形固定資産 34,283 847 35,129 13,659 331 21,471

　　土地 14,359 14 14,373 - - 14,373

　　建物 16,678 767 17,445 11,859 283 5,586

　　工作物 2,559 23 2,582 1,755 48 827

　　建設仮勘定 493 44 537 - - 537

　　その他 193 △ 0 193 45 1 148

　無形固定資産 184 23 207 160 11 47

インフラ資産 93,576 1,001 94,576 51,509 1,028 43,067

　有形固定資産 93,575 1,001 94,576 51,509 1,028 43,067

　　土地 18,885 76 18,961 - - 18,961

　　建物 120 1 121 70 3 51

　　工作物 70,616 157 70,772 51,440 1,025 19,333

　　建設仮勘定 3,955 767 4,722 - - 4,722

　無形固定資産 0 0 0 - - 0

物品 501 7 507 257 18 251

計 128,544 1,877 130,420 65,585 1,388 64,835

事業用資産、インフラ資産及び物品明細表
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66  純純資資産産変変動動計計算算書書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

  

（単位：億円）

有価証券
評価差額金

立竹木
評価差額金

当期首残高 20,690 4,747 4 44 25,484

当期変動額 - 3,062 △ 0 △ 0 3,062

当期末残高 20,690 7,808 3 43 28,546

開始残高相当 剰余金

評価差額金

純資産合計

自　2024年4月 1日
至　2025年3月31日

開開始始残残高高相相当当  

  開始貸借対照表の資産と負債の差額です。 

（評価差額金を除く） 

評評価価差差額額金金  

 有価証券及び立竹木の評価替えに伴う評価差

額金です。 

純純資資産産合合計計  

 当期末残高は、貸借対照表の純資産の額に 

一致します。 

剰剰余余金金  

当期末残高は、行政コスト計算書の毎年の

収支差額の累積額です。 

  

  

純純資資産産のの変変動動額額ににつついいてて  

2023 年度貸借対照表における資産は 8 兆 5,224 億円、負債は 5 兆 9,740 億円、純資産は 

2 兆 5,484 億円でした。 

2024 年度中に、この純資産が 3,062 億円増加し、2024 年度期末時点では 2 兆 8,546 億円と

なりました。 

これは、行政コスト計算書の当期収支差額 3,062 億円によるものです。 

 

解解説説

相互関係イメージ（単位：億円）

○純資産変動計算書

3,062

○行政コスト計算書 ○貸借対照表

費用 収益 資産 負債

28,199 31,260 87,741 59,195

当期収支差額 純資産

3,062 28,546

評価差額金 純資産合計

当期首残高

当期変動額

28,546当期末残高

開始残高相当 剰余金

 
 
 

77  注注記記  
 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

８８  附附属属明明細細表表  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注記とは、財務諸表の作成に関する重要な会計方針など、財務諸表の内容を理解するために

必要な事項について説明したものです。 

附属明細表は、財務諸表の内容を補足するものです。下の表は、2024 年度中における事業

用資産、インフラ資産及び物品の増減を表した附属明細表です。 

このほか、「基金明細表」、「投資及び出資金明細表」、「貸付金明細表」、「未収金明細表」、

「引当金明細表」、「地方債明細表」、「債務負担行為明細表」、「行政コスト計算書の当期収支差額

とキャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額との調整表」及び「売却可能資産明細表」を

作成しています。 

重重要要なな会会計計方方針針

一般会計特別会計各会計合算財務諸表に係る主な記載項目

・投資及び出資金の評価基準及び評価方法
・固定資産の減価償却の方法
・引当金の計上基準
・出納整理期間の取扱い　など

歳歳入入歳歳出出外外現現金金のの状状況況

偶偶発発債債務務

・債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
・係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの

（単位：億円）

区分
当期首

取得価額
当期増減額

当期末
取得価額

当期末減価
償却累計額

当期償却額
差引

当期末残高

a b c = a + b d e f = c - d

事業用資産 34,467 869 35,336 13,819 342 21,517

　有形固定資産 34,283 847 35,129 13,659 331 21,471

　　土地 14,359 14 14,373 - - 14,373

　　建物 16,678 767 17,445 11,859 283 5,586

　　工作物 2,559 23 2,582 1,755 48 827

　　建設仮勘定 493 44 537 - - 537

　　その他 193 △ 0 193 45 1 148

　無形固定資産 184 23 207 160 11 47

インフラ資産 93,576 1,001 94,576 51,509 1,028 43,067

　有形固定資産 93,575 1,001 94,576 51,509 1,028 43,067

　　土地 18,885 76 18,961 - - 18,961

　　建物 120 1 121 70 3 51

　　工作物 70,616 157 70,772 51,440 1,025 19,333

　　建設仮勘定 3,955 767 4,722 - - 4,722

　無形固定資産 0 0 0 - - 0

物品 501 7 507 257 18 251

計 128,544 1,877 130,420 65,585 1,388 64,835

事業用資産、インフラ資産及び物品明細表
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９９  管管理理事事業業別別財財務務諸諸表表のの概概要要  
   
 

 

 

 

 

 

 

   

 
  

愛知県では、新公会計制度を導入するにあたり、財務諸表、行政評価、予算編成に共通する

事業単位として「管理事業」という単位を新たに設定し、事業ごとの財務諸表を有効に活用し

ていく取組を進めています。 

2024 年度は、303 の管理事業別財務諸表を作成しました。 

課課室室長長

局局長長

担当職員
（現場）

知知事事

財務諸表
（一般会計局別）

財務諸表を
活用した

「検証・評価」

財務諸表

（管理事業別）

行政評価
（管理事業別）

財務諸表を活用した行政評価の結果を予算編成にフィードバック

行政サービスの提供

（決算情報）（業績測定）（予算編成）

行政評価
の結果を
反映した

「事業見直し」
「目標設定」
「予算編成」

トップ
マネジメント

県民・議会

財務諸表
（各会計合算）財務諸表

（会計別）

事
業
遂
行
の
責
任
と
権
限
の
所
在
を
明
確
化
し
、

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
を
強
化

行政活動
計画書

（管理事業別）

「「管管理理事事業業」」とといいうう共共通通のの単単位位でで作作成成

責任と権限

の所在

組織
マネジメント

副副知知事事

管理事業別財務諸表の作成状況（事業類型の内訳）

管理事業別財務諸表の活用イメージ 

類型名 類型の説明 管理事業数

組織管理型 　総務、人事、広報、企画、予算、経理等の内部管理事務に係る管理事業です。 62事業

給付型

医療費の給付、各種手当、介護（高齢者・障害者）給付等を主たる目的とする管
理事業です。

なお、県税の再分配（都道府県間の清算や市町村への交付等）に関する管理事業
や私学助成に係る管理事業などもこの類型としています。

25事業

施設運営型 　公の施設（インフラ資産に区分するものを除く）の運営に係る管理事業です。 41事業

インフラ型

インフラ資産（空港、道路、河川、砂防、港湾、漁港、下水道、区画整理、災害
復旧）の整備・維持に関する管理事業です。

なお、インフラ資産の所有の有無にかかわらず、土地改良、農地防災、各用水、
林道、造林、治山等の整備・維持に関する管理事業もこの類型としています。

25事業

融資型 　貸付金を有し、専ら融資（預託を含む）を行う管理事業です。 7事業

行政サービスその他型 　他の類型に属さない管理事業です。 143事業

計 303事業
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県県税税清清算算金金

及及びび交交付付金金
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林道、造林、治山等の整備・維持に関する管理事業もこの類型としています。
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2009 年度 「愛知県第五次行革大綱」の個別取組事項として「複式簿記・

発生主義会計を導入し財務諸表の活用を図ること」を明記 

 

2010 年度 

～2012 年度 

新公会計制度の導入準備 

・固定資産台帳の整備（2010 年度～2012 年度） 

・会計基準の策定（2011 年度～2012 年度） 

・関連システムの開発、改修（同上） 

 

2013 年度 新公会計制度の運用開始 

開始貸借対照表の作成 

 

2014 年度 2013 年度決算財務諸表を作成 

（以降、毎年度作成） 

 

2018 年度 総務省の統一的な基準による 2017 年度決算財務書類を作成 

（以降、毎年度作成） 
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表紙の写真は、2025 年７月にオープンした「愛知国際アリーナ（IG アリーナ）」です。 
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